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研究成果の概要（和文）：本研究では、カンボジア王立農業大学農産業学部の教員・学生を対象とした実験・実
習をカリキュラムの一環として実施することで、課題解決型の教育・研究システムのモデルを構築した。伝統的
米蒸留酒、野菜生産、トビイロウンカに関する現地の実態や課題の解明に焦点を当て、学生に対する実験・実習
を取り入れることで教育の質を向上させると同時に、教員の研究活動の一環として機能するように試みた。本研
究の結果から、課題解決型の教育・研究システムを機能させるような支援を実施することが、人材育成や教育の
質の向上に効果的であると考えられた。

研究成果の概要（英文）：A model of problem-based learning and research system was established in 
Royal University of Agriculture, Cambodia (RUA). In order to make such a model, experiments and 
field surveys relating to traditional rice liquor production, vegetable production and brown 
planthoppers were conducted with lecturers and students of Faculty of Agro-industry in RUA as a part
 of their curriculum. It worked as quality improvement of education as well as research activities 
in the RUA. The results of this study indicated that problem-based learning and research system 
tended to contribute to activation of both education and research activities of the university. 
Assistance for sustaining such system could be effective way of capacity building and quality 
improvement for agricultural university.

研究分野：社会・開発農学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
農林水産業は、多くの開発途上国における
主要産業であり、経済開発および貧困削減へ
の突破口として位置づけられていることか
ら、農業指導者の育成を担う農業大学の役割
は非常に大きい。しかし開発途上国において、
「自国農業に関する問題提起、その解決に資
する教育・研究の実施、解決方法の提示」と
いう最も重要な役割を十分に果たせている
農業大学は限られている。それにもかかわら
ず、農業大学に対する教育協力は、先進国で
実施されている系統学習の実現を目指した
カリキュラム策定や実験資機材の供与に焦
点が置かれ、自国農業の問題解決に資する実
学教育や実践研究の推進は重視されてこな
かった。また、多くの教育協力事業が展開さ
れてきた中で、農業大学に対する効果・効率
的な教育協力の方法を見出すための研究は
行われていない。 
 本研究が対象とするカンボジアは、1970年
代のポルポト政権下で起きたジェノサイド
によって知的層が壊滅状態に陥ったことか
ら深刻な人材不足に陥っており、国家として
具体的な農業政策を打ち出すに至っていな
い。このようなカンボジアにおいて、農林水
産業の牽引車を育成するのが、同国唯一の農
業大学である王立農業大学（RUA）である。 
申請者らは、文部科学省科学研究費補助金
「カンボジアにおける市場ニーズにあった
農産物加工産業振興による農村開発モデル
の構築」（2008-2010年）、「インドシナにおけ
る伝統的な農産物加工品の付加価値化に関
するビジネスモデルの構築」（2011-2013年）、
および同省国際協力イニシアティブ教育協
力拠点形成事業「開発途上国における拠点大
学を中心とした農産物加工産業振興モデル
の構築とその普及」（2008 年度、2009 年度、
2010 年度）を通じて、RUA との協働で同国
の農業・農村開発に資する実践的な研究に取
り組んできた。   
一連の研究では、消滅の危機に瀕している
伝統的な米蒸留酒の製造農家が抱える「赤字
経営」を問題として取り上げ、原因の解明、
技術指導による品質向上、商品化と高付加価
値化の実践により、問題解決に取り組んでき
た。その結果、農村でも実施可能な簡易且つ
安価な品質向上の技法開発と、ブランド化に
よる高付加価値販売の実現を通じて赤字経
営が改善され、問題に対する解決方法の提示
に至った。ブランド化商品は、現在も都心部
の空港、ホテル、レストラン、スーパー、土
産物屋等において販売中である。 
また、RUA、名古屋大学生命農学研究科、
農国センターの 3者は、カンボジアの主要農
作物であるコメの生産に多大な被害を与え
ているトビイロウンカの防除に向けて、その
発生と被害の状況を把握するための共同研
究を 2010 年より開始し、フィールド調査を
通じたデータ収集により、その実態を明らか
にする研究を進めている。 

２．研究の目的 
これらの共同研究を通じ、RUAは自国農業
の問題に取り組む実践的な教育・研究の重要
性と学生への効果を徐々に認識しつつある
が、その実施体制を整えるためには、農業の
現場を圃場や実習の場として活用した実学
教育や実践的研究を実施できる人材の育成
が急務である。本研究は、既存の研究成果と
経験を基軸とし、RUAの教員・学生と共にカ
ンボジア国における農業問題の把握とその
解決に取り組む実践的な研究を行うことで、
RUAに課題解決型の教育・研究体制を構築し、
その定量的・定性的な評価結果に基づいた効
果・効率的な教育協力の方法を提示するもの
である。 
 
３．研究の方法 
本研究では、実社会で生じている問題に焦
点を当て、望ましいと考える社会的状態の実
現を目指す社会実践であるアクションリサ
ーチ法を用い、カンボジア王立農業大学
（RUA）に自国農業の問題把握と解決に取り
組む課題解決型の教育・研究体制を構築する。
RUAの教員・学生とともにこの体制構築に取
り組むことで、自国の農業問題の把握・解決
に寄与できる人材育成に焦点を当てた、開発
途上国の農業大学に対する効果効率的な教
育協力の方法を見出す。 

 
（1）調査方法 
具体的には、既に共同研究の実績がある米
蒸留酒を中心とした食品加工分野、トビイロ
ウンカを中心としたコメの病虫害に関する
分野、農業経済・農村開発分野の教員・学生
とともに現状・問題・原因の把握と、問題の
解決を目指す研究を行う。教員・学生にフィ
ールド調査、データ収集、分析等を経験する
機会を提供すると同時に、この取り組み前後
での RUA 教員・学生の能力・態度・考えの
変化に基づいて効果・効率的な支援方法を見
出す。主に以下のプロセスにて実施した。 

 
① 米蒸留酒を中心とした食品加工、トビイ
ロウンカを中心としたコメの病虫害、両
者に関連する農業経済・農村開発の 3 つ
の研究分野について、現状を把握するた
めの基礎調査を実施する。この結果から、
一般論ではなく実測データに基づいた現
状・問題・原因を明らかにする。 
② 上記の各研究分野において明確になった
問題の中から、基礎研究や実態把握を目
的とした比較的簡易かつ短期間での解決
が可能なものを選び、その解決を目指し
た研究を実施することで、取り組んだ問
題の解決・改善を目指す。上記①②の過
程を通じ、RUAの教員・学生が自国農業
に関する研究を経験する。 
③ 研究過程で把握された現状・問題・原因
や、解決方法の仮説とその実践結果等を
まとめることで、実測データに基づいた



カンボジアの農業に関する教科書が作成
される。 
④ 上記①～④の実施を通じて、自国農業の
現場を最大限に活用し、農業問題の解決
にも寄与する課題解決型の教育・研究体
制が RUAに構築される。 
⑤ 研究成果に関する定期的な報告会の開催
を通じて、カンボジア王立農業大学なら
びに農林水産省の関係機関に情報が共有
される。また成果に関する学会発表及び
論文の発表を国内外にておこなう。 

 
（2）研究対象地域 
主な研究実施国はカンボジアとし、問題分
析や会議は、首都プノンペンに位置する RUA
にて実施する。問題解決に向けた研究の対象
地域は、取り組む問題に応じて適切な州を選
定する。先に述べた食品加工及び病虫害に関
する既存の研究を実施したタケオ州では、農
業関係者との良好な関係が築かれている。 
 
４．研究成果 
（１）カリキュラムの確認と計画策定 
王立農業大学では、本研究の開始年に急遽
カリキュラム改定が実施されることとなっ
た。そのため、本研究で特に焦点を当ててい
る農産業学部の改定前後のカリキュラムを
入手し、新カリキュラムの各講義の担当教員
を確認した上で、実験・実習について協議を
重ね実施計画を策定した。 
アクションリサーチの考え方を共有する
ことで、実験や実践の捉え方について講義を
行った。 

 
（２）コメ蒸留酒を中心とした食品加工分野 
① 講義の実施 
薄利で赤字経営が多い米蒸留酒造の課題
と要因を明らかにし、カンボジアの農村にお
いて課題解決に取り組んだアクションリサ
ーチによる研究事例を紹介した。 
② 米蒸留酒を事例とした実験・実習の実施 
 酒造工程の比較実験を学生・教員とともに
実施した。基礎的な実験手法、実験器具の使
用方法やサンプルの計測方法の理解と技術
が不十分であり、基礎的な理科の知識が不足
しているため、食品加工技術のメカニズムや
加工によって原料に起こる変化について理
解が不十分であることが確認された。これら
に配慮して、以下のように実習を実施した。 
 
 大学内の食品研究開発センターにある蒸
留施設・資機材や原料やアルコール度数や
生産量を計測する簡単な実験機材を使用
して、「スターターによるアルコール収量
の違いを確認する」という実験課題を設定
し、酒造試験を実施した。また、計測した
データをもとにアルコール生産性を計算
した。 

 実験において、重量計や温度計の使用方法、
メスシリンダーや酒精計（比重計）の使い

方や読み方、品温によるアルコール度数の
データ補正やその理由、アルコール量の計
算方法などの指導を行った。発酵時の温度
変化やアルコール生産性のデータを使用
してグラフを作成し、スターターごとの違
いについて検討を行い、その結果について
発表を行った。 

 実験を実施する際には、一連の酒造プロセ
スにおけるそれぞれの加工技術や原料の
変化について考察し議論を行う機会を設
けた。 

 参加した学生や教員は、加工技術や原料の
変化を観察・計測しその変化について検討
すること、加工や原料変化のメカニズムに
ついて理解を深めること、基本的な計測方
法や実験方法に関する知識やスキルを向
上させた。また、データのまとめ方や発表
資料作成、発表技術を高めることにもつな
がった。 

 
王立農業大学では、食品加工の実習が実施
されているが、加工食品の作り方を教える調
理実習的な内容にとどまっており、基礎実験
などの実習が不足している。これらの状況が、
技術課題や要因を類推するための論理性や、
改善方法を見出すための試行・評価を行う研
究手法への理解の難しさにつながっている
と考えられた。 
技術課題の要因や改善方法を明らかにす
る実践教育・研究を行うためには、大学入学
後の早い段階で習得されている必要がある。
したがって、本実習の前座として補講を設け
ることが望ましいと考えられた。 
 
③ スターターと酒の品質について 
タケオ州における米蒸留酒の製造では、ベ
トナムから輸入されるスターターを使用し
ており、カンボジア産のものは市場では確認
できていない。また農村での酒造は、日々の
気温の変化によってスターターに含まれる
微生物の活動状況が異なり、醗酵が安定しな
いことが課題となっている。しかし、スター
ターそのものの品質や原材料などが明らか
でなく、品質はもちろんのこと安全性につい
ても確認する術がない。特定のスターターを
用いることで醗酵が安定したとしても、製造
者や消費者の嗜好に合わないケースもある。 
そこで、スターターの製造技術・ノウハウ
を構築するとともに、麹・もろみの醗酵を安
定させるとともに消費者の嗜好に合わせた
蒸留酒の製造を目指す実習・研究を行った。 
 
実習の手順 
 講義：王立農業大学―名古屋大学が実施
した、タケオ州の農村における米蒸留酒
の品質改善のための技術改良を目的と
した課題解決型研究を紹介。その中で、
見いだされた新たな課題として、スター
ターの品質の改善のための研究が必要
であることを提案。 



 酒造試験の実施：2 種類のスターターを
用い、スターター以外は同等の条件で仕
込み、醗酵、蒸留の加工プロセスを実施。 

 観察・計測の実施：醗酵温度、もろみの
pH の計測、製品の量の計測、アルコー
ル度数の計測、アルコール量の計算、ア
ルコール生産性および官能試験の実施。 

 分析・評価：アルコール生産性の比較に
よる評価、官能試験の試行を実施。 

 
参加した学生は、加工技術や原料の変化を
観察・計測しその変化について検討すること、
加工や原料変化のメカニズムについて理解
を深めること、基本的な計測方法や実験方法
に関する知識やスキルを向上させた。また、
データのまとめ方や発表資料作成、発表技術
を高めることにもつながった。 
 
④ スターターに存在する微生物の同定試験 
上記③に記載したとおり、スターターによ
る酒の品質、スターターの製造技術・ノウハ
ウを見いだし、安定したもろみの発酵を導く
ためには、現在の主要なスターターがどのよ
うな微生物で構成されているのかを明らか
にする必要がある。そこでスターターに含ま
れる微生物の同定試験を計画した。 
 本実験は、他のカリキュラムとの調整や消
耗品の確保に時間を要したため、現在継続し
て実施されている。 
 
（３）トビイロウンカ・コメの病虫害 
トビイロウンカは、イネの発育を阻害し、
大発生時には植物体を広範囲で枯らすなど、
収量・品質に深刻な影響を与えるため、特に
東アジアおよび東南アジアにおいて問題と
されている。ベトナム南部では、2006年以降
ウンカによる甚大な被害が起こったが、その
後予察灯を用いた防除体制を確立すること
で被害の減少を導いたと報告されている。同
じメコンデルタを含むカンボジアにおいて
も、同時期にウンカによる被害が生じたと推
測されるが、その発生・被害の状況や農家に
よる対処法に関する実態は明らかにされて
いない。 
 そこで、王立農業大学の学生とともにトビ
イロウンカの発生・被害状況と農家によるウ
ンカお対処方法の実態を明らかにするため
の農村調査を実施した。 
 
① 州農業局へのインタビュー調査 
カンボジアにおけるウンカ被害の実態を
明らかにするため、ベトナムにおいて被害が
確認されている 2006 年から 6 年間（調査実
施 2012 年）のウンカ被害の有無について、
主要稲作地域である 12 州の州農業局職員に
対するインタビュー調査を行った。その結果、
2007年にカンボジアの南部に位置する7州に
おいて被害が認識され、その後被害を受けた
と回答した州は減少したものの、2009年まで
引き続きウンカ被害が認識されていた。 

② 稲作農家への調査 
継続的に被害を受けた州のうち、国内 2位
のコメ生産地であるタケオ州の 5コミューン
（計58村、799人）の稲作農家を対象として、
村単位でワークショップ形式の調査を行い、
ウンカの被害を受けた年、品種、イネの生育
段階と被害時の対処法の実態を明らかにし
た。被害を受けた年は 2007 年～2009 年で回
答数が多く、コミューンごとに被害の有無を
比較すると、タケオ州の南部に位置する 2コ
ミューンにおいて被害を認識した農家が多
かった。また、被害を認識した農家が多い地
域において、ウンカの対処法として農薬を使
用していたことが明らかになった。 
 
（４）農業経済・農村開発分野 
農村調査の分野では、大学内での講義なら
びに調査票の作成に関する講義に加え、首都
プノンペンと農村地域であるタケオ州の両
地域において、農家調査と市場調査の実習を
行い、データ入力、単純集計、考察までを一
貫して実施するコースを実践した。また、現
地において野菜生産に関わる調査・研究不足
の声を確認し、野菜生産者・市場に焦点を当
てた実習を行った。 
 
① 農村調査と調査票に関する講義の実施 
 農村での調査に先立って、農村調査・世帯
調査の講義に加えて、質問票の案を学生の手
によって作成することで、調査の目的ならび
に質問票の意味を理解できるようにした。 
 
② 野菜生産者の実態調査 
野菜生産者の実態に関する調査を実施し
た。本調査では、自然環境の条件がほぼ同じ
地域において、野菜生産者と非野菜生産者の
社会経済学的特徴や、経営状況の特徴を明ら
かにし、野菜生産者が直面している課題や今
後の方策を見いだすことを目的とした。 
学生自身自が手がけた調査票ではあるが、
実際に農家で調査をしてみると、質問票どお
りに質問をしても農家が理解できない、欲し
い回答と実際の回答が食い違う、といった問
題に直面する学生が多く、文面どおりのこと
を話すだけでは正しい回答が得られないこ
とを体感するに至った。 

 
③ 野菜の消費者の意識調査 
 首都プノンペン市内のオーガニックショ
ップ、ナチュラルショップ、認証マーク入り
の商品などの増加を目の当たりにすれば、安
全性を意識する消費者が増えてきたのだろ
う、という漠然とした体感はできる。しかし、
カンボジア国民が、何に不満や不安を抱き、
どのような商品を購入・消費したいと考えて
いるのかは科学的に示されていない。 

2017 年 11 月に、プノンペン市内で野菜の
販売を行っている主要なローカルマーケッ
ト４ヶ所において、消費者の安全性への意識
調査を実施した。各マーケットで野菜を購入



した消費者 100人を対象として短い構造化イ
ンタビューを実施した。また 2018 年 2 月に
は、タケオ州にて野菜を販売する主要市場 4
ヶ所を対象として消費者への構造化インタ
ビューを実施した。いずれの調査も現在、学
生による入力・分析の実習が続いている。 
 
④ オーガニック野菜の市場調査 
 内戦後の農業支援の多くを欧米の援助団
体が担ったこともあり、カンボジアにおける
オーガニック栽培の導入は、農協形成などと
併せて 1990年代から行われていた。しかし、
同国にオーガニックの国家基準や認証制度
はなく、ドイツの支援で立ち上げた民間の認
証団体（COrAA）が存在するのみである。ま
た、COrAA の認証を取得しても、2017 年現
在で認証取得後の定期モニタリングや検査
は義務付けられておらず、厳密にオーガニッ
クであることが証明されるのは、認証取得時
のみとなる。国家基準が存在しない中、オー
ガニックを名乗る無印の商品、独自のマーク
を施した商品、認証商品を輸入した商品など
が溢れ、どの商品が「安全」なのか判断が難
しい状況にある。 
 このような「オーガニック商品」の販売の
実態と課題を明らかにすることを目的とし
て、プノンペン市内におけるオーガニック野
菜の販売状況に関する調査を実施した。調査
は、ローカルマーケットおよびスーパーマー
ケットでのオーガニック商品の有無、展示や
表示の方法、オーガニックショップやナチュ
ラルショップでの商品の展示・表示方法、販
売員の知識について調査した。 
調査の結果から、オーガニックショップを
訪れれば、オーガニックだと推測される商品
は販売されているが、必ずしもオーガニック
の商品を購入できるとは限らない状況にあ
ることが明らかとなった。 
 
５．課題解決型の教育・研究体制の構築 
① 主たる成果 
 本研究では、食品加工、害虫、農業経済・
農村開発分野に焦点を当て、現状・課題の把
握や解決方法の実践を、教育と研究の両者の
一環として実施するメカニズムをカンボジ
ア王立農業大学に導入してきた。 
 
実験・実習を伴うカリキュラムの実現 
 一番の成果は、実験・実習が、通常のカリ
キュラムの一部として組み込まれたことで
ある。また講義や実習を共にした担当教員の
多くが、実際に一緒にやってみることで、限
られた時間と予算の中で教育と研究を効果
効率的に実施することのメリットを感じら
れるようになった。 
 
現地大学での教育への貢献 
これまで限られた実習しかなく、座学が多
かった学生は、実習を通じた学習に積極的に
参加し、高いモチベーションを示した。デー

タの一部は、クメール語での卒業論文やレポ
ート作成にも活用されている。 

 
研究論文・学会発表の実現 
 さまざま調査・実験を実習として実施する
ことで、カンボジアにおける基礎情報となり
うる論文や学会発表につながった。本研究の
開始年とRUAのカリキュラム改定が重なり、
実習の計画立案や実施が遅れたため、カンボ
ジア人教員や学生によるデータ分析・論文執
筆、学会発表の準備などは続いている。本報
告に示す論文・学会発表にとどまらず、今後
も研究成果が出てくることが期待される。 
 
カンボジアにおける基礎データの集積 
農林水産省や州の農業局における定点観
測やデータ収集が十分に機能しておらず、農
村や農家の実態に関する信頼性の高いデー
タが存在しないカンボジアにおいて、フィー
ルドのデータや、実験から得られた結果は尊
いものである。このような形態の教育・研究
を継続的に実施していくことで、両者の質を
高めるとともに、農業が抱える問題への適切
はアプローチを導くための重要なデータに
なると期待される。 
  
② 今後の課題 
多くの実りがあった一方、課題も見いださ
れた。現地の大学は、教育機関として機能さ
せることに焦点が置かれており、研究機関と
しての機能や認識が低い。教員の給与は、基
本給に加えて担当講義数分の対価が支払わ
れ、論文や学会発表といった教員の研究業績
は給与や評価に反映されていない。王立農業
大学という農業分野を牽引する大学であっ
ても、博士学位を有するのは全教員 134名中
12 名（9％）にとどまっており、研究業績に
よる評価が平等ではない現状がある。 
研究活動は給与にも評価にもつながらな
いという現状から、時間のかかる実習を導入
するより、一つでも多くの講義を担当したい、
という本音も見え隠れする。研究活動を積み
上げることにより博士学位取得するための
奨学金を受けやすくなる等、研究を実施する
ことのインセンティブも必要であり、学長・
副学長への提言とした。 
農業分野における教育協力の中でも、大学
における人材育成や能力向上は、農林水産省
の底上げに直結する重要な支援である。時間
も予算も限られている中で、効果効率的に教
育と研究の両者を推進していくためには、当
該国が抱えている課題にアプローチする方
法が効果的であると推察された。実験機材の
購入や奨学金の供与も重要であるが、自国の
農業研究に寄与する小規模アクションリサ
ーチに対する予算配置を行う支援は、教育・
研究・人材育成の相乗効果を得られる効果的
な支援であると考えられる。 
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